











































































































































1997 973／4 199τ4／4 98．1 98．2 98．3 98，4／9
産業生産（％） 6．9 8．8 5．5 一10。8 一1．9 一
卸・小売販売 3．2 5．7 一〇．王 一8．7 一11．4 『
国内機械受注 3．3 11．3 一15．2 一31．1 一28．0 一
消費者物価（％） 生5 4．0 5．1 83 9．5 9．0
ソウル不渡率（％） 0．46 0．24 1．05 0．58 0．69 0．44
コール金利（％） 12月末　30．1 25．9 23．3 22．2 21．8
















1／4 2／4 3／4 4／4 年間 1／4 3月 4月 1～4月
就業者数増加率 2．5 1．8 L2 0．0 1．4 一3．7 一4．1 一5．1 一4ユ
農　林　漁業 一1．2 一2．7 一3．6 一5．7 一3．4 5．3 8．6 8．8 6．3
製　　造　　業 一2．9 一4。4 一5．3 一4．7 一4．3 一10．4 一11．6 一13．7 一11．2
SOC・その他 49 4．9 4．2 2．6 4．1 一28 一3．5 一4．8 一3．3
（建設業） 23 3．6 2．4 一LO L8 一10．2 一14．3 一19．3 一12．6
失　　業　　率 3．1 2．5 2．2 2．6 2．6 5．7 6．5 6．7 59
（季節調整） （2．5） （2．6） （2．4） （2．8） （一） （47） （5．3） （6．1） （5ユ）
















































1／4 2／4 3／4 4／4 年間 1／4
GDP　成長　率 7．1 5．7 6．1 3．9 5．5 一3．8
民　間　　消　　費 6．8 4．2 4．8 4．8 一1．0 3ユ 一10．3
設　備　　投　　資 8．3 一〇．2 一1．8 一12．7 一28．2 一1L3 一40．7
建　設　　投　　資 6．1 0．8 L8 3．8 3．7 2．7 一7．7
商　品　輸　　出 13．0 13．7 29．2 36．8 199 24．7 30．5
商　品　　輸　　入 14．1 7．7 6．9 3．7 一4．5 3．2 一27．6
農　林　　漁　　業 4．0 4．8 2ユ 1．0 3．0 2．5 4．4
製　　　造　　　業 7．4 5．7 7．2 7．5 4．6 6．2 一6．4
電気・ガス・水道業 12．3 9．9 10．0 10．9 12．0 10．7 9．6
建　　　設　　　業 6．6 一〇．9 2．5 4．8 3．6 2．8 一7．6









1～4 2／4 3／4 4／4 年間 1／4 4月 1～4月
経常収支 一230．1 一88．2 一26．0 一19．9 32．7 一86．2 106．2 38．1 144．3
商品収支 一149．7 一63．5 一9．0 一1．3 26．8 一38．7 95．9 38．3 134．2
輸出（通関）ω 1297．2 411．2 355．3 34L8367．3 1361．6 323．1 121．5 444．6
（3．7） （一2．4） （7．1） （15．6） （3，6） （5．0） （8．7） （6．6） （8．1）
輸入（通関）ω 1503．4 498．5 373．6 356．9 345．2 1446．2 239．1 82．4 321．5
（11．3） （3．1） （0．8） （一3．8） （一14．8） （一3．8） （一35．5）（一35．6）（一35．5）
サービス収支 一61．8 一15．5 一8．6 一12。2 3．8 一29，3 5．7 一〇．1 5．7
所得収支 一18．2 一8．7 一8．6 一6，2 一6，9 一26．8 一7．2 一2．6 一9．8










1／4 2／4 3／4 4／4 1月 2月 3月 4月
ウオン／米ドル
O貨保有額（億ドル）
ﾂ用外貨保有額（億ドル）
香@　外　　債（億ドル）
国ﾎ外支給負担（億ドル）
887．9
Q91．5
Q94．2
P047
P575
914．4
R33．2
Q11．4
P103
1695．0
R04．3
Q53．1
P167
P635
1525．0
Q04．1
Q24．2
P197
P706
1633．0
Q35．0
@88．7
P208
P544
1383．0
Q67．2
P23．6
P206
P512
1336．0
Q97．5
P85．4
P202
P503
1384
R55．4
Q41．5
P212
P513
（2＞今後の展望
　1998年度の韓国経済は，金融・為替市場の安定傾向と輸出好調にも拘らず，深刻な内需沈滞
によりマイナス成長が避けられないと思われる。特にIMFの緊縮計画と本格的構造調整の影響
を受けて不安が続き景気沈滞は長期化する恐れがある。
　経済成長に対する輸出の寄与度は高まる反面投資とか消費は大きく萎縮するであろうし，ウォ
ン価値下落の効果としての輸出増加にも拘らずアジア諸国の通貨も同じく下落する傾向にあるの
で輸出単位の回復が困難で企業の収益性改善は困難であろうと思われる。経常収支は上半期まで
輸入減少効果により黒字幅が拡大し，下半期以降には原資材関連の輸入増加により黒字幅が縮小
すると思われるが，IM：Fの要求水準である年230億ドルの達成は無難であろう。実質賃金の下
落とIMFの緊縮計画が小幅ながら緩和される可能性に照して失業率は当初の予想より多少緩和
された7％水準（約150万人）に留まる見通しである。
　総合的にみて今年度のGDP成長率はマイナスになる見通しである。本年度（1998年）中に現
在進行中の金融・財閥改革が積極的に進められれば，新たな金融システムの創出とともに企業の
競争力が強化されることによって内実のある経済構造の確立と対外信頼度の回復が実現するであ
ろう。そして1999年下半期以降は金融・為替市場の安定とリストラの成果を基礎に漸次的な内
需回復と持続的な輸出拡大を通じて雇用状態も改善されるものと展望される。
　1998～99年上半期は改革がドラスチックに進行する極めて重要な期間である。改革は大きな
苦痛を伴うものであるということは言うまでもない。現在進行中の改革は，これまでの成長過程
でっくられ今や逆機能性が大きくなった韓国型経済システムを抜本的に改善しようとするもので
あるからこそそれに伴う苦痛も大きいといえよう。事実，改革に伴う葛藤はさまざまな形で現れ
ている。これ程の大改革を僅か1年乃至1年半程の短期間に急速に推進する場合拙速に陥りはし
ないかという懸念もある。内実のある効果的な改革にならしめるため拙速は避けなければならな
い。国民は今の経済危機を45年前の朝鮮戦争に次ぐ「国難」として受け止めその克服のため積
極的な対応をしている。国民的対応の中で改革は進められているのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経博・新潟経営大学経営情報学部教授）
